コンサルタント業務委託契約書

株式会社●●●（以下「甲」という）、及び株式会社●●●（以下「乙」という）は、コンサルタント業務に関して、次のとおり合意する。

第１条（目的）

甲は、乙に対し、乙の発展に寄与するため、乙の経営・企画等について提案、助言、指導を行うサービスを提供するものとする（以下「本件コンサルタント業務」という）。
第２条（甲の行う業務）
　　甲は、以下の業務を行う

　　⑴　甲の新商品のマーケット調査の実施
　　⑵　顧客の選定
　　⑶　商品戦略
　　⑷　店舗作り
　　⑸　価格戦略
　　⑹　プロモーション計画
　　⑺　その他甲から特に委嘱のあった事項
第３条（提案方法）

　　甲は、企画提案については書面をもって行うものとし、内容に

ついて必要な説明も行うものとする。

ただし、書面にする必要のない事項、または緊急を要する事項

については省略することができるものとする。

第４条（報酬）

乙は、甲に対し、本件コンサルタント業務の報酬として、以下

のとおり甲の指定する銀行口座へ振込送金の方法により支払

うものとする。

（1） 本契約締結後１週間以内　金　　　　　　円

（2） 毎月末日限り、金　　　　　円
第５条（実費の負担）

甲が本件コンサルタント業務遂行のために、交通費、宿泊費などの費用を必要とする場合は、その都度、甲乙間の協議により、負担者および支払方法を書面によって決定するものとする。

第６条（秘密保持）

甲および乙は、本契約に関連して知りえた他の当事者の技術上・経営上の一切の秘密を、他の当事者の書面による承諾がない限り、第三者に漏洩または開示してはならない。ただし、以下のものはこの限りでない。

①他の当事者から知得する以前にすでに所有していたもの

②他の当事者から知得する以前にすでに公知のもの
③他の当事者から知得した後に、自己の責によらない事由によ
り公知とされたもの
　　④正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務をともなわ
ずに知得したもの

２　前項は、本契約の終了後も効力を有する。

第７条（契約期間）

本契約の有効期間は、平成●年●月●日から平成●年●月●日までの１年間とする。

２　ただし、期間満了の１カ月前までに、甲乙の双方から何ら意思表示のされないときは、本契約は期間満了の翌日から自動的に１年間延長されるものとし、以後も同様とする。

第８条（契約の解除）

　　甲乙は相手方がこの契約の条項に反したときは契約を解除で
きる。

　　乙より契約の解除ありたるときは、甲は解除時までに行った業
務にかかった実費のみを請求できる。
甲が解除した場合は解除時までに行った業務にかかった実費
のほか作業出来高相当の金額を請求できる。

第９条（協議）

本契約に定めのない事項、または本契約の条項の解釈に関して疑義が生じたときは、甲乙誠意をもって協議のうえ、これを決定する。

第１０条（合意管轄）

甲および乙は、本契約に関して紛争が生じた場合には、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙各記名押印のうえ、各１通を保有する。

平成●年●月●日


　　　　　　　甲（住　所）●●●


　　　　　（名　称）株式会社●●●



　　　　　　　代表取締役　●●●　　　印

　　　　　　　乙（住　所）●●●


　　　　　（名　称）株式会社●●●



　　　　　　　代表取締役　●●●　　　印
